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超高層集合住宅の現状

• 超高層住宅は、現在、全国で1,500 棟超

• 1980 年代半ばから建設棟数が増加、1990 年代後半から2010年に過半が供給

• 40 年間で構造･設備･施工技術に加え法制度も大きく変化

• 新築時の法令・スペックがそれぞれ異なり、修繕・改修手法も異なると予想

• 多くは大手設計事務所・ゼネコンの建設

• 当該住宅の情報・問題を理解するコンサル、建築士、施工会社は少ない

• 今後、超高層住宅の高経年化＝外壁・設備改修需要顕在化、長期修繕計画立案、大規模修繕・改修工事対応が課題
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図 全国の超高層住宅の累積棟数及び竣工棟数 (出典:今後のマンション政策のあり方に関する検討会とりまとめ参考資料集)
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大規模修繕・改修工事市場予測

• 今後15年 改修工事は拡大し続ける

• 建物条件に合わせた、修繕・改修手法の技術的整理、事業者の育成・拡大が必要



超高層住宅大規模修繕工事に向けた技術的可能性

• 構造種別・架構形式の推移に特徴

• 必要とされる技術的方法にも、特徴

→必要な技術開発に順次対応可能？。 改修手法を整理し、対応技術を順次開発



建物の修繕・維持管理の課題

• 長期修繕計画を、60-100年計画にすることで、設備改修を視覚化
• 一般に高経年化したマンションでは、設備の更新・改修が大きな負担になる

• 超高層集合住宅には、国交省長期修繕計画ガイドラインに記載のないスプリンクラーや排煙設
備、防災センターなど、多くの防災設備などがある

• 設備改修が必要となる40-55年目、エレベーターの更新を計画内に入れて視覚化できる。

• 長期の経営的視点で、個人負担を低減できる可能性
• 築40年前後に多額の改修費用が必要、一方その後は設備関連費用が抑えられる傾向

• 一時的な借入で修繕積立金の増額などを抑えられる可能性

• 長期視点でのコンサルタント業務が必要

• 容積緩和等条件の公開空地、公共施設（エレベーター等）の維持管理も今
後の課題



防災力強化に向けた課題

• 東京とどまるマンション＝在宅避難の実現に向けて

• 住棟の居住に関わるシステム全体が電源供給を前提にしていることも課題

• エレベーター稼働・水道供給への電源供給

• 中廊下や内部階段型の場合の内部移動のための照明への電源供給

• 空調換気設備への電源供給

• 建物内での情報共有・連絡対応 長期の在宅避難に向けて、停電時にイン
ターホンが稼働しない

• オートロック等の防犯対応

• 機械式駐車場の非稼働による、災害後に帰還した車両の駐車場所の問題



参考：2025年度建築学会大会梗概報告



まとめ

• 「時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の展開について」への対応
（2050東京戦略＝2050年代のピジョン）

• 「日々の暮らしの基盤である住まいの充実や、災害に強い安全・安心な市街地の形成により、
子育て世代をはじめ、あらゆる人が集まり豊かに暮らせるまちの実現」

• 都民の安全・安心な居住環境の確保＝都民の主要な居住形態であるマンションの管理適正化や
再生円滑化、防災力強化

• 今後の課題
• 管理適正化における 建物の修繕・維持管理

• 防災力強化

• 情報共有の仕組み



2025年度の関連活動について（BELCA）



2025年度の関連活動について（住総研）

第3回シンポジウム
2027/3月/12（予定）

基調講演
松村秀一氏（予定）
あと100年いける(仮)

3/7発売(鹿島出版会)



新都市ハウジング協会の事業活動
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